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組織戦の曲がり角と国政の地殻変動 
この１年における自治体選挙の動向（2025年５月から2026年４月） 
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 2025年５月から2026年４月までの市区長選挙を中心に自治体選挙の動向を概説する。この１年は、自公連立の解消

や政党再編といった国政の地殻変動が、自治体選挙の相乗り構造を動揺させた。総選挙後には現職敗退率が35.59％

へ急上昇する特異性が確認されたが、公明組織票の流動化も推察される。また近年の選挙報道では伝統的な中間団体

の機能不全に伴い「草の根」と「どぶ板」の概念が混乱するなか、顔の見える関係を重んじる自治体議員型（市議経

験者）首長の隆盛が生じている。さらに、この１年の特筆すべき点として、首長の非違行為に対する不信任決議の可

決と議会解散が急増し、議会による実質的リコールとして二元代表制の機能変容と評せる動きが観測された。このよ

うな中央政治の動態と選挙運動の質的変容が、今後の地方自治に長期的影響を与える可能性がある。 

 

 

はじめに 
 

 本稿の目的は、この１年（2025年５月から2026年

４月）に執行された市区長選挙を中心とする自治体

選挙について、その構造的特徴と注目すべき現象を

概説することにある。 

 「この１年」における最大の特徴は、中央政界に

おける地殻変動が、自治体選挙の構成要素を大きく

揺るがした点にある。具体的には、２度の国政選挙

の執行、内閣の交代、さらには四半世紀に及んだ自

公連立の解消と、公明党・立憲民主党の合流による

「中道改革連合」の結成という政党再編が相次いだ。

本来、自治体選挙は地域固有の課題や争点に基づい

て展開されるものであるが、政党による推薦・支持

などの関与は、選挙運動の基盤を規定する不可欠な

要素である。とりわけ独任制である首長選挙におい

ては、国会議員や都道府県レベルの政治家が関与し

て広範な政党相乗り構造を形成することが一般的で

あり、国政の連立枠組みはその基礎条件となってき

た。したがって、中央における連立枠組みの変動は、

新人候補よりもむしろ、強固な地盤を持つはずの現

職首長にとって選挙環境の激変を意味する。また、

政治資金（裏金）問題によって著しい打撃を被って

いた自由民主党において、右派支持層の薄い石破内

閣から、同層の支持が厚い高市内閣へと移行したこ

とも、有権者の投票行動を規定する重要な変数と

なった。 

 その一方で、自治体選挙の現場においては、従来

の中間団体や組織に依存した選挙運動の機能不全

（組織戦の限界）が露呈しており、ＳＮＳの影響力

拡大とも相まって、選挙戦の様相は質的な変容を見

せている。このような多層的な環境変化の中で、こ

の１年の自治体選挙、就中市区長選挙がいかなる趨

勢を示したのかを検証していきたい。 

 地方自治総合研究所が毎年発刊する『全国首長名

簿』および同研究所のウェブサイト上には、研究所

が選管宛てに実施している毎年の自治体選挙調査に

関する生データが掲載される。本稿はそれに先立ち、

情報を読み込む際の手助けとなるよう、「この１年」

をあらかじめ振り返るものである。そのため本稿は、

本誌掲載の他論稿とは異なり、研究というよりは新
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聞記事の記録・備忘としての側面が強い点について

はご理解いただきたい。 

 なお、『全国首長名簿』の区分に依拠し、本稿に

おける「１年（年度）」は、すべて前年５月１日か

ら当年４月30日までの期間を区切りとしており、暦

年とは異なる。 

 

Ⅰ．首長選挙を取り巻く政治環境の 
 変動 
 

1. 内閣支持率の推移と政治環境の相似 

 この１年における内閣支持率の推移を俯瞰すると、

４年前（2021年５月～2022年４月）と相似している

（図表１）。４年前の趨勢を振り返ると、当初は菅

内閣末期の支持率30％台という低位低迷から、岸田

内閣の発足（10月）を契機に一挙に約20％ptの急上

昇を見せ、期間中は高水準を維持した。これに対し、

この１年においても、当初30％台と低迷していた石

破内閣から高市内閣への交代（2025年10月）を機に

支持率が急反発し、60％台へと達している。数字の

上だけで捉えるならば、この１年に改選を迎えた地

方政治家たちは、前回（４年前）とほぼ同等の政権

支持率環境にあったと見なすことができる。しかし、

後述する政権枠組みの瓦解と政党の再編は、特に首

長選挙の構造において、前回とは異なる風を生じさ

せることとなった。 

 そこで今回は、地域課題への審判を見るべき自治

体選挙の動向分析として、私自身は普段はあまり重

視してこなかった国政政党の動向について厚めに触

れておきたい。 

 

2. 国政選挙の動向と政党再編 

 この１年に執行された２度の国政選挙は、地方政

治の地殻変動を惹起する契機となったが、その選挙

結果は対照的なものであった。 

 

(１) 第27回参議院議員通常選挙（2025年７月） 

 石破内閣下で執行された第27回通常選挙は、投票

日翌日が祝日という投票率低下を招きやすい暦上の

不利な条件であったにもかかわらず、投票率は前回

比6.46％pt増の58.51％を記録した。出口調査によ

れば、政権批判票の最大の受け皿となったのは参政

党であり、無党派層の比例区投票先は第一位が国民 

 

 

図表１ 内閣支持率の推移（PML Index）（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：筆者作成 
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民主党、第二位が参政党という結果であった(１)。 

 裏金問題で失墜した自民党の信頼回復を付託され

て発足した石破内閣ではあったが、2024年10月の総

選挙における与党過半数割れという低迷から脱しき

れず、本選挙においても党勢を回復することはでき

なかった。結果として、自民・公明の両与党はそれ

ぞれ13議席、６議席を失い、与党過半数割れが定着

した。これに対して野党側は、国民民主党が13議席

を上積みしたほか、改選前１議席であった参政党が

14議席を獲得する大躍進を遂げた。 

 なお、本選挙は、前年の東京都知事選挙において

生じた選挙ポスターをめぐる諸問題を背景に、他

者・他政党の名誉毀損や営利目的での使用を禁止し

た改正公職選挙法が適用された初の国政選挙となっ

た点を、制度的記録として付記しておく。 

 参院選での汚名返上に失敗し、政権の統治能力お

よび「選挙の顔」としての求心力を完全に喪失した

石破内閣は、臨時総裁選という党内からの事実上の

リコールに直面し、2025年10月、退陣へと追い込ま

れることとなった。 

 

(２) 第51回衆議院議員総選挙（2026年２月） 

 石破内閣下で冷遇されていた旧安倍派等の保守系

勢力の支持を背景に発足した高市内閣は、直後から

高い支持率を獲得し、その勢いを駆って翌2026年２

月、厳冬期での解散総選挙を断行した。 

 この解散総選挙については、前回総選挙からわず

か470日という、戦後政治史上でもバカヤロー解散

やハプニング解散に次ぐ有数の短期解散であり、か

つ解散から公示までの期間が極めて短かったことか

ら、解散権の濫用との批判が燻った。さらに選挙実

務を担う自治体の現場においては、積雪のためにポ

スター掲示板設置が不可能となったり、選挙公報の

配布が遅れるなどの事務的混乱が頻発した。期日前

投票の開始時に最高裁判所裁判官国民審査の事務が

間に合わないなど、実務的・制度的な課題が噴出す

る事態ともなったことは、自治体選挙行政の観点か 

 

(１) ＮＨＫ、日本テレビ系列各局および読売新聞共同実施の出口調査による。読売新聞2025.7.21「石破内閣を『支持

しない』回答者の18％が参政党に、政権批判の最大の受け皿」、読売新聞2025.7.21「無党派 国民15％、参政14％

…比例選」。 

らも特筆せねばならない。 

 それでもなお、空前の期日前投票率が全体の投票

率を押し上げる結果となった。期日前投票は豪雪地

域において顕著であり、秋田、福井、鳥取、島根の

４県では、期日前投票者数が投票日当日の投票者数

の２倍を超えた。 

 冒頭より述べている通り、本選挙における最大の

構造転換は、高市内閣の発足に伴う自民党と公明党

の四半世紀に及ぶ連立の解消と、自民党と日本維新

の会との事実上の連立（閣外協力）への移行、そし

て公明党と野党第一党の立憲民主党が合流した「中

道改革連合」の衆議院における結党である。この国

政における二大ブロック化とも言える構造再編は、

地方政治の現場における選挙互助会的な相乗り構造

を揺るがす引き金となった。 

 選挙の結果、自民党は316議席を獲得する歴史的

大勝を収めたのに対し、中道改革連合は改選前167

議席から118議席を減らして49議席という歴史的大

敗を喫した。中道改革連合は、比例名簿において旧

公明党側を優位に配置した歪みが直撃し、旧立憲民

主党の現職議員の約９割が落選するという壊滅的打

撃を被った。 

 その他の政党の消長を見ると、新たに与党（閣外

協力）入りした維新は、議席獲得が関西圏に限定さ

れたことで２増にとどまり伸び悩んだ。国民民主党

も参院選時の勢いを維持できず１増に失速した。参

政党は維新を上回る392万票の比例票を得て13議席

を上積みしたものの、参院選時に見せた石破政権批

判票の受け皿としての爆発力は影を潜めた。れいわ

新選組、減税日本・ゆうこく連合、日本共産党はい

ずれも議席を減らし、日本保守党と社会民主党は議

席を獲得できなかった。総じて、高市早苗個人の人

気に牽引されて保守層の回帰に成功した自民党は、

政治資金収支報告書の不記載に関与した候補者45名

のうち43名を当選させ、国政レベルにおいては

「禊
みそぎ

」を完了させることに成功したと言える。 
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Ⅱ．首長選挙結果に見る党勢の諸相 
 
 以上に見たような国政レベルにおける劇的な政党

の消長および連立枠組みの流動化は、自治体選挙に

おける政党の関与パターンとその有効性にも少なか

らぬ影響を及ぼしたと考えられる。この１年の市長

選における各政党の推薦・支持状況および勝率は図

表２の通りである。 

 一見すると、共産党を除く各党は７割から８割の

高い勝率を維持しているように見える。しかし、こ

れらの数字の多くは「勝てる現職」や「有力な新人」

への既存のオール与党型相乗り、あるいは確実な候

補への後乗り推薦によって底上げされたものである。

実際には、いずれの政党関与も得ずに勝利した無所

属候補の当選数が158にのぼり、全体の62.7％を占

めている。これを踏まえて、自治体選挙における政

党ラベルそのものが持つ集票力や、各党の地方組織

が直面した構造的課題について、個別具体的に検証

する必要がある。 

 

1. 自由民主党：国政大勝と地方組織の危

機感 

 自民党は世界平和統一家庭連合（旧統一教会）問

題や政治資金収支報告書の不記載問題（裏金問題）

以降、長期的な支持率の低減傾向にあった。とりわ

けこの１年の序盤にあたる2025年７月には党支持率

が25％を割り込み、参院選直前に執行された東京都

議会議員選挙（６月）において都議会第一党の座を 

 

図表２ この１年の市区長選挙への政党の関与状況 

 
 関与数 当選数 勝率 

自民 104 78 75％

維新 10 ７ 70％

国民 37 30 81％

立民 29 23 79％

公明 72 60 83％

共産 17 ２ 12％

諸派 ９ ０ ０％

出所：筆者作成 

 

(２) 「自民が滋賀知事選擁立断念、各地の苦戦背景」。 

(３) 「中野区長選、自民が擁立断念の方針固める 推薦出さず現職『応援』へ」。 

都民ファーストの会に明け渡す歴史的大敗を喫した。 

 その後、2025年10月の高市内閣発足に伴い、国政

レベルの党支持率は３割台（ＰＭＬ世論調査統合指

標）へと回復基調に転じた。しかし、この高支持率

環境下にあっても、首長選挙において自民党の推

薦・支援候補が相次いで敗退する落差が見られた。

この乖離は、有権者の支持が「高市早苗」という個

人へ向けられたモメンタムにすぎず、自民党という

政党ラベルそのものへの信頼回復には直結していな

い構造を逆照射したものと言える。 

 結果として、各都道府県連単位の地方組織は、統

一地方選挙を控える中で候補者擁立の断念や、独自

の対抗馬擁立を見送って相乗りを選択せざるを得な

いなど、防戦を強いられている。例えば、自民党滋

賀県連は全国的な首長選での苦戦傾向を背景に、滋

賀県知事選挙における独自候補の擁立を断念した

（共同2026.4.26(２)）ほか、東京都内の中野区長選

挙においても同様の擁立見送りを余儀なくされた

（朝日2026.5.15(３)）。地方政治の現場において、

自民党の組織的な戦闘力は、国政選挙の結果が示す

ほどには復元していない。 

 地方組織の危機感の本質は、第51回総選挙（2026

年２月）における得票構造のシビアな票読みにある

だろう。同選挙において自民党は公明党との連立解

消という不利益を被りながらも歴史的大勝を収めた

が、小選挙区において各２万票とも言われる公明組

織票（Ｆ票）の多くは、実際に自民党候補を離れて

いたと推測される。国政での自民勝利は、それにも

増して有権者の間に生じた中道改革連合への強烈な

忌避感が自民候補への消極的選択を促したためであ

り、公明組織票の喪失分を相殺して余りある中央特

有の政治力学が生んだ帰結であった。 

 しかし、首長選挙の多くにおいては、国政のよう

な中道改革連合の政党ラベルによる一本化の構図は

（現時点では現場の反発により）形成されていない。

そのため、自民系候補の足元からは単純に公明組織

票が剥落する負の効果のみが突出することになり、

対立候補側には国政戦略に伴う忌避感（負のラベル
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効果）は波及しない。この構造のねじれこそが、自

治体選挙において自民系候補が防衛戦で苦戦を強い

られる主たる要因となっているものと考えられる。 

 

2. 公明党：自公相乗り体制の急速な崩壊

と政治ブロックの胎動 

 公明党にとって四半世紀に及んだ自民党との連立

解消は、自治体選挙の現場において、これまで常態

化していた自民推薦候補へのほとんど自動的な相乗

り・推薦という硬直的な関係性からの解放を意味す

る。これは長年続いた地方政治における自公協調体

制の融解を意味し、新たな政治ブロックの登場を促

す。 

 その象徴的事例が、この１年に執行された練馬区

長選挙である。同選挙では、小池百合子都知事の元

秘書であり、都民ファースト・自民・維新・国民民

主の推薦を得て盤石な「オール与党型（連合艦隊）」

の陣形を敷いた候補に対し、公明党はそれまでの自

民との歩調を捨て、推薦を見送る決断を下した(４)。

公明党が独自の対抗馬を擁立したわけではないもの

の、その強固な組織票が凍結したことは、結果とし

て３万票以上の大差での現職側敗北要因の一つと

なったと考えられる(５)。 

 その一方で、より広範な与野党相乗りの枠組みが

成立したケースにおいては、自公協調の慣性が維持

された事例も存在する。例えば保守王国とされる山

口県知事選挙では、自民、公明、国民民主、連合山

口の共同推薦という盤石な包囲網によって現職が４

選を果たしたほか、京都府知事選挙においても、自

民・公明・立民・国民が軒並み現職を推薦し、共産

系の対立候補を圧倒した。 

 公明党が国政の連立解消と同時に、自治体選挙に

 

(４) 読売新聞2026.2.7「小池都知事『自民都連と連携』、山口・元公明代表『自民は政治不信解決できなかった』…構

図一変し首都対決」。 

(５) 自民党側の証言として「小池知事と公明の関係悪化も響いた。衆院選で小池知事が、萩生田光一幹事長代行を筆頭

に東京の自民候補の応援に駆け回った。公明は小池氏にお灸を据えようということだろう」というものもあり、３万

票前後あるとされる公明票のうち２万票が吉田氏（対立候補）に流れた、とみている。JBPress2026.4.20「なぜ『高

市一強』でも地方選で勝てないのか？練馬区長選で露呈した自・維・国『野合』の脆さと“真の敗因”」（https://jbpr
ess.ismedia.jp/articles/-/94413）。 

(６) 公明党山口県本部曽田聡幹事長「立民とは主義主張が違い、選挙運動の仕方も違う。（統一地方選での）相互での

支援は簡単ではない」、山口県本部幹部「協議をしようにも、相手がいない。雲をつかむようだ」（読売新聞

2026.5.20）等。 

おいて直ちに国政野党側（旧立民勢力など）へ乗り

換えるような急進的な動きには至っていないものの、

組織のニュートラル化（中立化および静観）の選択

そのものが、現職首長選の環境を激変させている。

とはいえ、地方組織の現場において中道改革連合と

いう国政戦略の枠組みに沿って立憲民主党系勢力と

安易に野党共闘を構築することは、長年の自治体議

会における対立の歴史から困難であり、自治体レベ

ルの現場は混乱の中にある(６)。現に、2027年の統

一地方選挙に向けて、多くの自治体現場では中道改

革連合としての合流を拒み、立民・公明の両党がそ

れぞれ個別に候補者を擁立し、中道勢力が個別にそ

れを支援するという、自衛的かつ分散的な戦術へと

回帰せざるを得ない状況にある。 

 

3. 日本維新の会：大阪ダブル選の成否と

地方組織の党内統制の機能不全 

 日本維新の会は、その本拠地である大阪圏におい

て圧倒的な勢力を誇示する一方で、全国組織として

の統治能力の欠如と、それに伴う党勢の頭打ちとい

う二面性が顕著となった。 

 同党は、第51回総選挙のタイミングに合わせ、す

でに２度否決された大阪都構想への再々挑戦を大義

名分に掲げ、大阪府知事・大阪市長の同時辞職・ダ

ブル選挙を断行した。この選挙は、2020年の住民投

票否決時に吉村洋文氏自身が「政治家として都構想

に挑戦することは二度とない」と公言した政治的言

明を反故にするものであった。さらに、辞職表明か

ら告示までわずか数日という極めて戦略的（不意打

ち的）な政治スケジュールであったため、主要他党

は、選挙を行う正当な大義がないとして一斉に反発

し、候補者の擁立そのものを拒否する戦術をとった。
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結果として両現職は８割を超える得票率で再選を果

たしたものの、公職選挙法第259条の２の規定によ

り、その任期は辞職前の残余期間に限定されること

となった。約28億円に及ぶ巨額の公費（選挙費用）

を投じたことへの批判は根強く、連合大阪などの白

票投票運動も手伝って、無効・白票率は知事選で

10.29％（前回1.98％）、市長選で13.77％（前回

5.10％）に達するなど、有権者の拒絶反応がデータ

として刻まれることとなった。 

 さらに、維新の最大の課題は、大阪以外の地域へ

の全国展開の失敗である。この１年において、洲本

市長選挙で現職を破る成果を得たものの、それ以外

の地域への広がりは依然として乏しい。特に国政に

おいて自民党との事実上の連立（閣外協力）に踏み

切って以降は、自治体選挙においても独自の対立軸

を打ち出すのではなく、自民党候補への相乗りを通

じて組織拡大を図る動きが目立ち、かつて持ってい

た「既存政治を打破する改革政党」としてのブラン

ド価値は急速に減退している。第51回総選挙の際に

は、政治資金問題に揺れる自民党候補108名に対し、

一律に推薦を出す国政戦略をとったことも、地方に

おける同党の純潔性への疑念を深める結果となった。 

 組織の急膨張に伴う自治体議員の党内規律の弛緩

や不祥事も深刻化している。豊中市長選挙において

は、現職に自民・立民・国民・公明が相乗りし、共

産も自主支援する「維新包囲網」の前に、38歳の維

新公認候補が１万5,000票以上の大差で敗退した。

同候補はショート動画をはじめとするＳＮＳ戦術を

展開し、YouTubeの総再生回数で300万回超を記録す

るなど空中戦では現職を圧倒したものの、地方組織

の分裂（元維新候補による身内批判）という地上戦

の 崩 壊 が 足 を 引 っ 張 る 形 と な っ た （ 朝 日

2026.4.19(７)）。 

 また、貝塚市長選挙においては、維新の府議が現

職を破ったものの、この現職もまた元維新であり、

公約であった「身を切る改革」の不履行を理由に同

党を除名された経歴を持つなど、内紛の構図が常態

化している。さらに岸和田市長選挙においては、現

 

(７) デジタル版「【実況・解説動画あり】現職３選、維新新顔ら破る 大阪・豊中市長選」。 

(８) 共同通信2026.5.13で、日本維新の会藤田文武共同代表の記者会見での発言。 

職市長の女性問題をめぐる不祥事から離党勧告、失

職へと発展し、維新は新たな候補者について公募を

行ったものの適任者を見出せず、最終的に独自候補

の擁立断念・自主投票へと追い込まれるなど、不祥

事による自滅が目立つ。一時期は全国で820人に達

した自治体議員団からも、組織運営や統制のあり方

への不満から70～80人規模の離党者が生じている(８)

等、維新の地方組織は明確な動揺期（縮小期）に

入ったと診断せざるを得ない。 

 

4. 立憲民主党：都議選の危うい成果と中

央戦略による地方組織の混迷 

 立憲民主党勢力にとってこの１年は、2026年初頭

の総選挙を境とした国政戦略（中道改革連合への合

流）の混迷により、地方組織が「二次被害」とも言

うべき甚大な構造的損害を被った期間として記録さ

れる。 

 まずこの１年の緒戦（2025年７月）においては、

立憲民主党は東京都議会議員選挙において、日本共

産党との間で３人区以下の小規模選挙区を中心に徹

底した候補者調整を敢行し、告示前から５議席を上

積みする17議席を確保するという一定の成果を収め

た。しかし、この議席増の内実は極めて危ういもの

であった。自民党への猛烈な逆風の主たる受け皿と

なったのは、一挙に９議席を獲得した国民民主党や

３議席を得た参政党であり、有権者が対抗軸として

立民を積極的に選択したというよりは、野党多党化

の潮流の中で消極的な選択肢として票が分散した結

果にすぎない。さらに、この共産党との共闘による

成功体験は、後に中央執行部が公明党との合流＝中

道改革連合の結成へと舵を切る中で、現場の自治体

議員や、最大の支持母体である連合との間に亀裂を

生じさせる伏線となった。 

 首長選挙の戦績においては、横浜市、福山市、呉

市長選挙などで推薦候補が現職として手堅く勝利を

収めるなど一定の防衛を果たしている。しかし、そ

の背景にある低投票率の常態化と、それに伴う労働

組合などの中間団体・組織票の選挙マシーンとして
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のやせ細りという構造的トレンドは覆しようがない。 

 特に、保守分裂選挙となった石川県知事選挙にお

いては、立憲民主党石川県連が「能登半島地震の被

災地復興を最優先すべきであり、政党の存在感を誇

示するための選挙戦を行うべきではない」として自

主投票を選択したのに対し、支持母体である連合石

川は現職（馳浩氏）の推薦に回り、さらに国民民主

党県連は対立候補（山野之義氏）の支持へ回るなど、

非自民系勢力の足並みは乱れた。同日執行の金沢市

長選挙においても、党県連は自民・公明とともに現

職へ相乗りした一方、連合は対立候補への推薦を出

すなど、地方組織における連動性の喪失が露呈する

形となった。 

 中央執行部が打ち出した、地方の文脈を無視した

中道改革連合という整合性を欠いた急進的な選挙戦

術は、長年地域で棲み分けと草の根のネットワーク

を築いてきた地方組織を激しく動揺させている。総

選挙における中道改革連合の壊滅的大敗（旧立民現

職の９割落選）は、自治体議員の間に中央への激し

い不信感と離反を決定づけた。その不満の一端は、

後の立憲民主党東京都連会長選挙において、中央の

象徴であった元国会議員の蓮舫氏が、武蔵野市議会

議員（地方組織の代表）である川名氏に対して惨敗

を喫するという、地方による象徴的な中央拒絶の動

きとして噴出した。統一地方選挙が近づくにつれて、

地方における政党ラベルの機能不全が加速すること

で立民の地方組織は自立化・個別化の道を歩む可能

性が高い。 

 

5. 国民民主党：高い勝率の背景と若年・

ネット層の地方還流への課題 

 国民民主党は、この１年において一見すると極め

て堅調な自治体選挙実績を残した。同党の2026年度

活動方針（2026年４月党大会報告）によれば、2025

年度の自治体選挙において、首長選挙で27名を推薦

し24名が当選、議会議員選挙では101名を公認・推

薦し77名を当選させている。 

 しかし、この首長選挙における高い勝率の構造を

 

(９) 参院比例区は国民民主党に投票するつもりだと答えていた人の２割が、５月以降に投票先を参政党に変える等、参

院選における参政党の急伸は国民民主党からの流入によるものだったことが指摘されている。朝日新聞2025.7.20

「参政の急伸、半数は国民民主から流入 比例区投票先、ネット意識調査」。 

分析すれば、それは独自の政治的対抗軸を打ち出し

た結果ではなく、勝算の高い現職や有力新人への相

乗りを基本路線とした選挙戦術の産物である。例え

ば、京都府知事選挙において自民・公明・立民など

とともに現職の西脇隆俊氏を推薦し、共産系新人を

破り手堅く当選させた事例がこれに該当する。他方、

独自候補の擁立リスクを伴う大阪ダブル選挙におい

ては戦線への参入を見送り、例外的に単独擁立を強

行した津山市長選挙においては最下位に沈むなど、

独自の足場構築には至っていない。 

 同党は東京都議会議員選挙（2025年７月）におい

て初めて議席を獲得（９議席）するなど躍進を遂げ

たが、参院選などにおいて支持を集めた「手取りを

増やす」「既存政治と一線を画す第三極」といった

エッジの効いたポピュリズム的・対決型の政策主張

は、首長選挙におけるオール与党型相乗り体制の中

では必然的にその独自性が埋没せざるを得ない。国

政において同党を支持したはずの若年層や無党派層

に対し、首長選の現場で政党ラベルの魅力を訴求す

ることは困難であった。 

 同党の活動方針でも自省されている通り、最大の

特徴であるネット層・無党派層の熱量を自治体レベ

ルの動員へと還流・維持させる戦略はこの１年にお

いて機能したとは言い難い。この熱量の隙間を縫う

形で支持層が参政党などの排外主義的・急進的勢力

へと流出したこと(９)、さらに第51回総選挙（2026

年２月）において参院選時と比較して比例区で約

200万票を喪失した失速の要因もここにある。2027

年の統一地方選挙に向けて掲げている「地方議員数

を700人に倍増させる」という組織目標を達成する

ためには、単なる勝馬への相乗り戦術から脱却し、

自治体レベルでの無党派層繋ぎ止めのための構造的

な戦略修正が不可欠である。 

 

6. 参政党：排外主義的論点の争点化と 

 首長選への浸透 

 参政党は、2027年の統一地方選挙における大量擁

立を通じた勢力拡大を明確に企図しており、その過
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程で外国人排斥をめぐる特異な論点が争点化しつつ

ある点は、地方自治の健全性の観点から極めて注視

すべき趨勢である。 

 自治体選挙における外国人問題の争点化は、すで

に2023年の蕨市長選挙、埼玉県知事選挙、あるいは

外国籍住民への住民投票資格を付与する条例案をめ

ぐる武蔵野市長選挙などで前例が見られたが、この

１年においてはその排外主義的語り口がより過激化

し、実際の投票行動に無視できない影響を及ぼして

いる。川口市長選挙においては、特にクルド人を標

的としたヘイトスピーチに近い「外国人が住みにく

い街を」といった言説を展開した候補２名が、落選

したものの合算で２割近くの得票を得た事実はその

一証左である。 

 また、宮城県知事選挙においては、盤石な組織基

盤を持つ現職に対し、参政党と密接に連携した元自

民党参議院議員の新人候補が、土葬墓地誘致への反

対や、水道事業の外資への売却といった、陰謀論や

デマゴーグを含む論点を扇動的に掲げた。結果とし

て現職に１万6,000票差にまで肉薄し、大票田の仙

台市においては現職の得票を３万6,000票上回るな

ど、既存の政党組織が機能不全に陥った無党派空間

において、排外主義的ポピュリズムが強烈な集票力

を持ち得る構図が顕在化した。 

 この潮流が極端な形で首長選の勝敗を決したのが、

福井県知事選挙である。前知事の不祥事（セクハラ）

に伴う辞職から、保守分裂選挙となった同選挙にお

いて、政治経験がなく出馬表明が告示２週間前で

あった無名の新人・石田嵩人氏（35歳）が、4,200

票あまりの僅差で競り勝つ事態が生じた。石田陣営

は選挙戦終盤、外国人労働者の受け入れ制限や「日

本は単一民族国家だ」といった排外主義的な言説に

急傾斜し、これに参政党が組織的支援を投入したこ

とで選挙戦の構図が一変した（朝日2026.1.25(10)）。

結果として、自民党の一部、立憲民主、国民民主、

維新、公明が軒並み推した前越前市長の組織包囲網

を、自民の一部保守層と参政党が結託した急進的右

派連合が打ち破るという、地方政治の地政学を覆す

 

(10) デジタル版「参政党の後押し、構図が一転 『福井に恩返しを』石田氏が知事初当選」。 

(11) 「自民『王国』で敗北、動揺 福井知事選、参政支援候補が当選」。 

帰結をもたらした。なお、同氏が当選後に外国人関

連施策の予算を増額するなど、選挙時の排外主義的

発言を一転させている事実は、当該論点がいかに無

党派・若年層の不満や不安を煽るための純粋な政治

戦術（煽動）として利用されたかを物語っている

（朝日2026.1.27(11)）。 

 このように、首長選挙において参政党が深く関与

し、排外主義的言説を前面に押し出したインフォデ

ミック（デマの拡散）型の選挙戦を展開する事例が

相次いでいる動向は、地域社会の分断をもたらす要

因として警戒を要する。 

 

Ⅲ．政治環境の激変を象徴する 
 重要選挙 
 

 都道府県知事選挙は、この１年で京都、石川、大

阪、山口、長崎、福井、広島、宮城、茨城、三重、

和歌山の11府県で執行された。このうち京都、大阪、

山口、広島、茨城、三重、和歌山の７府県において

は現職が圧勝しており、特に採り上げるべき話題は

ない。また、宮城および福井の両県知事選挙におい

ては、前述の通り参政党を中心とする急進右派勢力

による排外主義的論点の争点化が特筆される動向と

なった。 

 一方で、中央の政党再編や保守分裂が直撃し、現

職首長が敗北に至った象徴的事例として、第51回総

選挙と同日執行となった長崎県知事選挙、および総

選挙直後に執行された石川県知事選挙、さらには東

京における東京都議会議員選挙と練馬区長選挙の推

移は、検証を要する。都の選挙は前のⅡ.でも触れ

たが、選挙戦ごとに結果の意味するところを確認し

ておこう。 

 

1. 長崎県知事選挙 

 まず総選挙と同日執行となった長崎県知事選挙は、

前回（４年前）と同一の顔ぶれによる再戦となった

が、自由民主党長崎県連の統制の破綻が勝敗を決定

づけた。県連執行部は、立憲民主党・国民民主党の
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地方組織が相乗りで推す国土交通省出身の元副知

事・平田研氏の推薦を強行したが、支持団体や一部

の所属国会議員がこれに激しく反発し、保守分裂選

挙へと発展した。結果として、離島や県北部を中心

に支持を広げた現職の大石賢吾氏は、県南部、特に

大票田の長崎市において平田氏に支持を侵食され、

6,800票あまりの僅差で敗れることとなった。前回

選挙では平田が大石に541票差で敗れていたことか

らの逆転劇であり、中央政治の再編期における地方

組織の足並みの乱れが現職敗退を招いた形となった。 

 

2. 石川県の選挙：震災復興と国政の思惑

が交錯した保守分裂 

 この１年の首長選挙の中で特に注目したいのが、

2024年能登半島地震の被災地である石川県における

選挙である。被災地のうち、特に被害が深刻だった

内灘町、能登町などにおいては、災害対応や復興遅

延への有権者の不満が現職へと向かい、2025年以降、

現職首長が相次いで敗退する伏線が形成されていた

（北國・富山2025.10.7(12)）。その中で執行された

石川県知事選挙においては、全体の投票率が前回比

で７％pt低下する状況の中で、地震対応を指揮した

現職の馳浩氏が、前金沢市長の山野之義氏に敗北し

た。 

 本選挙における有権者の投票行動を地域ごとに分

析すると、特徴的な動きが観察される。馳・山野の

両氏は前回知事選に続く対決となったので、前回と

の比較で見てみよう。現職の馳氏は、七尾市、輪島

市、津幡町、志賀町、穴水町、能登町といった、復

興が深刻な停滞状況にある被災地域において、前回

選挙時よりも山野氏に対する得票を伸ばしている

（図表３）。このような投票行動は、復興プロセス

の加速を求め、現職知事および中央の政権とのパイ

プにすがることを選択した被災地特有の選択であっ

たと解釈し得る。他方、勝者となった山野氏は、前

回選挙における非・馳票（馳氏以外の候補に投票し

た層）の取り込みに成功し、特に金沢市をはじめと

する大票田において優位を確立した。 

 

(12) 「社説【加賀市長に山田氏】 前市政の教訓生かせるか」。 

(13) 「現職への配慮」「能登町長選、内灘町長選を例に『首長が交代しても復興への歩みは止まっていない』と訴え

る」。 

 注目すべきは、馳氏が票を伸ばした被災地域ほど、

投票率の落ち込みが激しかった点である。例えば輪

島市では投票率が大幅に下がっており、これは、現

職の災害対応に反発しつつも、対立候補である山野

氏らが積極的経済支援を施すのかの確信を持てない

反・馳層が、対抗馬への投票ではなく棄権を選択し

たことを意味する。県内19の市長町長全員が馳氏を

支持する盤石の地上戦を展開しながらも馳氏が敗北

した背景には、大票田における潜在的な政権批判票

が掘り起こされたことと、被災地における諦念に伴

う棄権の構造が存在していたと評されている（北國

2026.3.5(13)）。 

 また、特異な傾向を示した市町として、加賀市で

山野氏の得票が前回比で３倍に急増した背景には、 

 

図表３ 前回知事選比で馳が山野より得票の伸びが 

   大きかった市町（黒塗りの市町） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：筆者作成 
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同市を地盤とする山田修路氏（元自民党参議院議員）

を山野氏が副知事として起用することを示唆したこ

とにより、山田氏側が中立を破って山野支持へ傾斜

したという合従連衡の力学が機能していたと考えら

れる（ただし、それでも加賀市の全体的な得票とし

ては馳氏が山野氏を2,000票上回った）。 

 さらに繰り返しになるが、本選挙は国政の政党再

編の影を色濃く反映した。公明党は、馳・山野の両

陣営から推薦依頼を受けながらも自主投票を選択し

た。これは、国政における中道改革連合の結成を受

け、衆院選における立憲民主党県連との将来的な選

挙協力を意識した戦略的な判断の産物であるとされ

る（テレビ金沢2026.1.17(14)）。結果として、公明

党の組織的な集票マシーン（Ｆ票）は事実上の凍結

状態となり、一部は馳陣営へ流出したものの、山野

氏へと流動化するか棄権に回ったものも相当数あり、

これが現職敗退への一撃となったと考えられる。 

 

3. 東京都議会議員選挙：国政と首長選を

繋ぐ結節点 

 2025年７月に執行された東京都議会議員選挙は、

国政の政治不信が自治体選挙を直撃し、その後の政

権崩壊を決定づけた国政前哨戦としての意味を持つ。

前回（2021年）選挙においては、小池都知事の不十

分な支援にも起因して都民ファーストが14減したの

に対して自民党が８議席を上積みして反転攻勢をか

けたが、今回選挙においては、都民ファーストの会

が５議席を増したのに対し、自民党は９議席、公明

党は４議席をそれぞれ減らす敗北を喫した。自民党

は都議会第一会派の座を都民ファーストに奪われ、

公明党にいたっては36年ぶりとなる落選者を一挙に

３名出すなど、自公の都議会での基盤は大きく揺ら

いだ。 

 出口調査が示すデータは、自民党の伝統的な支持

 

(14) 「石川県知事選 公明党県本部は自主投票に 衆院選は立憲民主と連携」。 

(15) 「『自民候補に投票』支持層の53％ 大敗2017年の67％を下回る 都議選出口調査」。 

(16) 「自民支持層、都民ファに流れたか 朝日新聞社出口調査 都議選／東京都」。 

(17) 毎日「'25都議選：無党派層22％、都民フに投票 出口調査」。 

(18) 「都議選 知事与党 勢力保つ 国民・参政初議席 野党は明暗＝東京」。 

(19) 「政治とカネ、厳しい審判 『裏金』に関与、自民系５人落選 都議選」。 

(20) 例えば、中北浩爾（2014）『自民党政治の変容』ＮＨＫブックスを参照。 

(21) 「［社説］東京都議選 政治への不満示す自民の苦戦」。 

層の剥離を裏付けている。投票者に占める自民支持

層の割合自体が21％（2021年28％、2017年26％）へ

と減退しただけでなく、その自民支持層のうち、実

際に自民候補へ投票した割合は53％にすぎず、歴史

的大敗を喫した2017年（67％）の水準を大幅に下

回った（朝日2025.6.23(15)）。剥落した自民支持層

の最大の流出先は都民ファーストの会（15％）であ

り（朝日2025.7.1(16)）、同時に無党派層の22％も

同党を選択した（毎日と朝日ともに同じ値だった。

2025.6.23(17)）。無党派層の受け皿としても自民は

後退した一方、このときの都民ファーストは保守・

中道の消極的受け皿としての機能を果たした。もっ

とも自民も都民ファーストも知事与党であるため、

結果的には都議会知事与党は勢力を保つこととなっ

た（読売2025.6.23(18)）。 

 旧統一教会問題や派閥パーティー資金問題（裏金

問題）への有権者の倫理的懲罰は苛烈であり（読売、

朝日社説2025.6.23、毎日社説2026.6.26）、実際に

「裏金」に関与した自民系前職５名は全員が落選し

た（朝日2026.6.23(19)）。都議会の定数の約４割に

あたる最多48人の女性議員が当選したことが明るい

ニュースだった。 

 この支持層剥離の本質は、自由民主党が安倍政権

期以降に進めてきたキャッチオール（包括政党）型

から右傾化へのシフト(20)に伴う構造的脆弱性にあ

るだろう。石破内閣が局面打開のために小泉進次郎

農林水産大臣を起用し、米価高騰対策などを打ち出

す生活密着型アピールを展開したものの効果は限定

的で（読売社説2025.6.23(21)）、右派層の石破氏個

人への根強い反発と離反を繋ぎ止めることはできな

かった。さらに、生活保守層や無党派層の批判票は、

野党第一党の立憲民主党を飛び越え、より先鋭的な

主張を展開する国民民主党（９議席獲得）や参政党

（３議席獲得）へと流れ込むこととなり、自治体議
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会の多党化を加速させる結果となった。本選挙での

大敗が引き金となり、参院選の敗北、そして石破退

陣から右派の支持が厚い高市内閣の発足へと至る国

政の流れが確定することとなる。 

 立民は都議選においてもそれらの受け皿として十

分には機能せず５増にとどまった上、候補者調整を

行った共産は５議席減となった。ただ国民も2024年

の衆院選で躍進した後支持率が乱高下しており、都

議選で一定の存在感を示せたとはいえ有権者の期待

と失望をともに背負うものとなったと指摘された

（朝日2025.6.30(22)）。 

 

4. 練馬区長選挙：「練馬ショック」が示

すバッファー・プレイヤー理論の構図 

 国政において高市内閣が誕生し、衆院選大勝を経

て「みそぎは済んだ」（時事2026.1.18(23)）とした

与党側の錯覚を打ち砕いたのが、直後に執行された

練馬区長選挙における現職側の敗北、いわゆる「練

馬ショック｣(24)である。 

 本選挙は新人同士の争いとなったが、小池百合子

都知事の全面支援を受けた都民ファーストの会は元

幹事長でもある尾島紘平氏を擁立し、これに自民党、

日本維新の会、さらには国民民主党の推薦までをも

積み上げるという、事実上のオール与党（「連合艦

隊」＝読売2026.4.16(25)）の陣形を構築した。一方、

対抗馬は、政党推薦を持たない無所属の幼稚園理事

長・吉田健一氏であり、事前の票読みでは尾島氏側

の圧倒的優位と目されていたが、結果は吉田氏が３

万票以上の大差をつけて圧勝するという、連合艦隊

側の完全な戦略不全に終わった。 

 この帰結を説明する理論的枠組みとして、かつて

蒲島郁夫が提唱したバッファー・プレイヤー理論が

適合する。すなわち、「基本的には自民党政権の継

続（安定）を許容しつつも、与野党の勢力均衡（伯

仲）を望む」という中間的な有権者層が、自民大勝

 

(22) 「国民民主、揺れる支持層 乱高下の支持率、有権者は」。 

(23) 「自民、裏金議員を比例重複へ 方針転換『みそぎ済ませた』」。 

(24) 産経新聞2026.4.13「練馬ショック…小池知事側近の尾島前都議、区長選敗れる 自民は石川県、清瀬市に続く黒

星」、東京新聞2026.4.28「『練馬ショック』尾島紘平さんが落選で見えた景色 『連合艦隊』の慢心がマイナスの

掛け算に…小池知事への思いは」。 

(25) 「練馬区長選 尾島氏落選『慢心あった』 都ファ・自・国・維 『連合艦隊』不発に衝撃＝東京」。 

(26) 「小池都知事の『息子』なぜ負けた 本人が語る練馬ショックの原因とは」。 

を抑制するために、強烈な懲罰投票を選択したとい

う構造である。都議選時における自民への不満は都

民ファーストという安全弁によって吸収されたが、

練馬区長選においてその両者が相乗りを形成した結

果、有権者にとって政権不信を表現するための選択

肢が吉田氏以外に存在しない構造が自動的に成立し

てしまった。尾島氏は、敗因について衆院選以降は

禊が済んだと認識し、連合艦隊を組んだことで慢心

があった（朝日2026.5.16(26)）としているが、投票

率が前回比で4.76％pt上昇した事実は、この懲罰動

因を持った無党派層の広範な覚醒を表しており、有

権者の行動は都議選と練馬区長選で一貫している。 

 さらに、尾島氏側は地域固有の争点における注力

を怠った。吉田氏側が掲げた「150億円巨費を投じ

る区立美術館の再整備計画の中止」という、住民の

生活感覚に直結した予算批判に対し、連合艦隊を頼

みとした尾島陣営は有効な反論を展開できなかった。 

 勝利した吉田氏は、過去に民主党系国会議員の秘

書を務め、左派系の候補ではあるが、本選挙におい

てはあえて政党ラベルを隠蔽する戦術をとった。ま

た、長年にわたり幼稚園理事長、消防団幹部、町会

役員などを務め、地域社会における地上戦を展開す

る顔役としての地位を築いてきた。この地上戦にお

ける存在感が、保守層や無党派層にとっても、革新

への忌避感を抱くことなく「自民党政治への懲罰」

を安心して委託できるニュートラルな器としての正

当性を纏わせることに成功したものと言える。 

 

Ⅳ．数値で見る「この１年」 
 

1. 現職首長の敗退率動向と総選挙前後の

不連続性 

 この１年に実施された253の市区長選挙のうち、

現職が立候補したのは208選挙であった。このうち

無投票当選を除く156選挙で投票が執行され、結果
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として現職が敗北した事例は41選挙にのぼる（係争

中の自治体を除く、現職敗退率26.45％）。通年で

の数値を見れば現職の敗退傾向が突出して高いわけ

ではないが、４年前との対比においては増加傾向に

あり（図表４、５）、首長選挙における現職優位の

地盤沈下、すなわち選挙環境の不安定化が着実に進

行していると言える。 

 特筆すべきは、2026年２月の第51回総選挙を結節

点とした、現職敗退率の特異な上昇である。当該期

における現職敗退率の推移を追うと、2025年５月か

ら2026年１月までの期間（高市内閣発足直後の10月

から１月までの数値である19.30％を含む）は

20.8％と安定的に推移していた。しかし、総選挙が

断行された2026年２月から４月までの３ヶ月間にお

ける現職敗退率は、35.59％へと急上昇した。総選

挙を経たことで、有権者の自治体選挙における投票

行動に大きな変化が生じた可能性を示している。 

 この変化をもたらした主因として、国政における

四半世紀に及んだ自公連立枠組みの解消が地方の集

票構造に直撃した蓋然性がある。第51回総選挙は、

前回の総選挙と小選挙区の区割りに変更がなく、候

補者の顔ぶれも相似していた。そこで両選挙におけ

る旧立憲民主党・中道改革連合系候補の得票数を選

挙区ごとに比較検証すると、前回自民党が候補者を

擁立せず公明党が単独出馬した選挙区（今回は自民

党が出馬）において平均0.6万票の減少にとどまっ

たのに対し、それ以外の通常の小選挙区においては

平均1.7万票もの減少を記録した。これは、自治体

選挙においては、自民党からの支持を得ている現職

にとって有利な材料のようにも見える。地方の自治

体選挙においては、依然として中道改革連合として

の地方組織の合流・再編は見られない。ただ、これ

まで自民系候補の当選を担保してきた公明党の組織

的な集票マシーンが、国政の連立解消を機に自律的

な選択、あるいは不作為・静観を選択しはじめたこ

とにより、地方の首長選挙において現職を支える基 

 

図表４ 現職敗退率の推移（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：筆者作成 

 

図表５ 現職敗退率４年前比（％pt） 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：筆者作成 
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礎票の目減りを引き起こしている可能性がある。 

 

2. 投票率の持続的低下と「投票引退」の

人口動態的背景 

 この１年においても、自治体選挙における投票率

の持続的な低減傾向に歯止めがかかることはなかっ

た。市区長選挙における平均投票率は50.03％を記

録し、同自治体における前回選挙の平均投票率

（51.65％）を1.62％pt下回る結果となった（図表

６）。執行された253の市区長選挙のうち、過去最

低の投票率を更新した自治体は50にのぼり、無投票

当選の割合も24.1％（61選挙、うち23選挙は２期連

続無投票）と高水準を維持している。マクロな趨勢

として、地方自治の根幹たる選挙への関心の希薄化

は深刻であり、投票率の低下圧力は一貫して継続し

ている。 

 ここで注目すべきは、低投票率環境下における現

職首長の敗退という逆説的な投票動向である。通例、

投票率の低下は組織力に勝る現職に有利に働くとさ

れてきたが、この１年においては前回選挙よりも投

票率が低下しながら現職が敗北した選挙が13選挙存

在し、うち６市（鶴岡市、加賀市、鉾田市、鶴ヶ島

市、上越市、朝倉市）にいたっては、過去最低投票

率の中で現職が引きずり下ろされるという異例の帰

結となった。この１年においても、組織票そのもの

のやせ細りが現職の政治的地盤を崩壊させていると

する拙稿で指摘した動向が続いているものと言える

（拙稿2025－１）。 

 

図表６ 市区長選挙の投票率・無投票率の推移 

 
 投票率 ４年前比 無投票割合 総数 

2018 52.16％  24.0％ 254 

2019 49.71％  27.4％ 219 

2020 47.88％  24.4％ 119 

2021 52.73％  29.5％ 241 

2022 51.65％ －0.51pt 24.1％ 253 

2023 48.98％ －0.73pt 22.9％ 218 

2024 47.81％ －0.07pt 21.2％ 118 

2025 50.47％ －2.26pt 25.3％ 241 

2026 50.03％ －1.62pt 24.1％ 253 

出所：筆者作成 

 

(27) 2025年11月に発足。 

 ただ付け加えるならば、この持続的な投票率の低

下傾向を、単なる政治不信や主権者意識の欠如とい

う心理的側面にのみ帰結させるのは早計である。人

口動態的に見て、有権者の構造的変化がもたらす物

理的な「投票引退」の側面にも留意せねばならない。

日本の有権者の投票率は、加齢に伴い上昇する曲線

を描くが、70代後半から80代に達すると、健康上の

理由や移動手段の制約から、投票行動そのものを断

念する傾向が強まる。 

 現在、マクロな人口動態として、日本の有権者に

おける最大のボリュームゾーンである団塊の世代が

まさに70代後半（後期高齢者）の領域へと一斉に突

入している。彼らの物理的な「投票引退」という不

可逆的な趨勢が、自治体選挙の投票率全体を構造的

に押し下げる強力な圧力として作用する事実を看過

すべきではない。近年の投票所削減の動きはこうし

た層を直撃し、投票率低下圧力を一層高めることが

危惧される。 

 

3. 統一地方選挙の「再統一」をめぐる 

 議論の再燃 

 投票率の低落傾向を自治体民主主義の危機と捉え、

その回復策を制度的改革に求める議論は戦後一貫し

て継続してきた。とりわけ、地方自治体の選挙期日

を全国的に一斉執行させる統一地方選挙のあり方に

ついては、その「再統一」を果たすことで全国的な

政治的関心とメディア露出の機運を高め、投票率の

反転向上を企図すべきであるという主張が、近年で

も片山（2019）や伊藤（2024）らによって提起され

ている。 

 この１年においては、全国知事会が設置した「地

方自治・民主主義の確立に向けた研究会｣(27)が2026

年４月に報告書を公表し、この議論を前進させる動

きを見せた。同報告書では、首長の辞職や議会の解

散に伴って選挙期日の統一率が著しく低下したこと

が、有権者の選挙への関心および投票率を低下させ

る構造的要因になっているとし、法改正を伴う期日

の再統一を提言した。 

 同研究会はさらに、投票率向上策の枠組みにとど
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まらず、被選挙権年齢の引き下げ、主権者教育の拡

充、参議院合同選挙区（合区）の解消、そしてＳＮ

Ｓをはじめとするインターネット上の選挙運動規制

のあり方にまで踏み込んだ広範な提言を行い、国へ

の要請活動を展開している。制度改革を通じた自治

体民主主義の再設計を求める動きとして注目される。 

 

4. 当選回数分析に見る現職「３期目の死

の谷」 

 この１年における市区長選挙の当選者および落選

した現職の当選回数（期数）を見ると、首長の当選

継続における脆弱箇所が見えてくる。 

 この１年の市区長選挙において、当選した候補者

および落選した現職のそれぞれの当選回数を示した

のが図表７である。この１年において最も多くの当

選を数えたのは「新人」の85人であり、このうち９

人は新人でありながら対抗馬を欠いたまま無投票で

当選を決めている。これに対し、有権者の審判に

よって放逐された落選現職の動向を期数別に見ると、

２期（３期目に挑戦する現職）が最も高い比率を占

めている。 

 具体的な落選率を算出すると、２期目を務め、３

期目を狙って出馬した現職の落選率は36.8％（57人

中21人が失職）に達する。分母の絶対数が極端に少

ない５期、６期といった多選の事例を除外すれば、

２期から３期への移行期に現職の生存率が最も低下

するという、首長選挙の「３期目の死の谷」が観察

される。このデータが示す生存の脆弱性は前年度の

傾向（拙稿2025－１）と一致しており、多選批判の

モメンタム（市政の停滞感や、心理的飽き）が有権

者の間に定着し、かつ現職側の組織的慣性が緩みが

ちな（ないしは後に見るように、この頃後援会への

滋養を怠り、政党や組織頼みの選挙に移行すること

で敗北する）タイミングとして、３期目挑戦時が最

も高い政治的リスクを内包していることが観察され

る。 

 

Ⅴ．現職敗北選挙の質的分析と 
 選挙戦の変容 
 
 前章で確認した現職敗退率の上昇というマクロな

趨勢の背景には、個別自治体の政治空間における質

的な要因の集積が存在する。この１年において審判

を仰いだ現職が敗北に至った具体的な要因、および

選挙戦術の構造変化について、質的なアプローチか

ら検証を行ってみたい。 

 

1. 政策・不祥事・説明不足に見る主な敗

因の類型 

 この１年において現職首長が敗退した選挙を精査 

 

図表７ この１年の市区長選挙時の当選回数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：筆者作成 
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すると、その主たる敗因の構造は、前年度までのト

レンド（拙稿2025－１）から大きな質的変化は見ら

れず、いくつかの典型的な類型へと収斂させること

ができる。 

 

(１) 多選批判と市政の停滞感 

 現職の長期在任に伴う権力の硬直化や市政の停滞

感が、有権者の飽きや批判を誘発して敗北を招いた

類型である。これには、帯広市、弘前市、伊那市、

富岡市、東金市、嘉麻市などの選挙が該当する。こ

れらは上述した３期目の死の谷や、地域社会におけ

る世代交代の要求とも密接に連動している。 

 

(２) 住民・議会との対話不足および開発・インフ

ラをめぐる対立 

 首長によるトップダウン型の政策決定が、住民や

自治体議会に対する説明不足・合意形成の不全とし

て批判を浴びた類型である。具体的には、清瀬市に

おける図書館廃止計画、南丹市におけるメガソー

ラー整備計画、朝倉市における外国人向けマンショ

ン建設問題、奥州市における新医療センター整備計

画などが争点化し、現職が敗れる結果となった。ま

た、下妻市の市民文化会館やプール跡地利用、上田

市の水道広域化、都留市、加賀市、竹原市、留萌市

などの事例においても、公共施設やインフラの再整

備・統廃合をめぐる住民の生活感覚的な反発に対し

て、現職側が有効な正当性を提示できなかった構造

が共通している。開発をめぐる混乱は、縮減社会に

おいてより深刻になるだろう。 

 

(３) 平成合併に由来する地域社会の亀裂・分断 

 2005年前後をピークとする平成合併から20年以上

が経過した現在においても、旧市町村間の地域的・

感情的な対立構図が、選挙戦の志向を規定する底流

として機能している事例が依然として報道から観察

される。 

 黒部市においては、旧市町間の伝統的な対立構図

 

(28) 「〈ワンチーム黒部（下）〉合併後初『山』から市長 『海』と融和が重要」。 

(29) 「40歳山口氏激戦制す 嬉野に新リーダー 市長選、草の根で支持拡大」。 

(30) 「対話重視の市政に期待 奥州市長選 郷右近氏初当選 政策実現へ道筋示せ」。 

(31) 「社説 南丹に新市長 『チェンジ』理解と協力で 2026・３・18」。 

の再燃が報じられた（北國・富山2026.4.17(28)）ほ

か、嬉野市においては、旧塩田町から旧嬉野町への

市役所本庁機能の移転が直接的な争点として再浮上

し、地域分断を加速させた（佐賀2026.1.26(29)）。

奥州市における旧市町村単位を基本とする後援会連

合会の組織化（岩手日報2026.3.9(30)）や、南丹市

における対立構図の変容（京都2026.3.18(31)）など、

合併自治体特有の地政学は、現職のアキレス腱とな

り続けている。 

 

(４) 首長の非違行為およびスキャンダル 

 首長個人の倫理的欠格やハラスメント行為、ある

いは自治体の不祥事に対する政治的責任が問われた

類型である。 

 宮若市や黒部市における現職市長による職員への

ハラスメント行為、洲本市におけるふるさと納税制

度をめぐる返礼品不適切事案に伴う社会的信頼の失

墜、上越市における不適切失言、紋別市における市

幹部の汚職・逮捕に伴う大量離職、さらには災害対

応への不満や現職自身のＳＮＳ投稿が炎上を招いた

姶良市などの事例がこれに該当する。これらの倫理

的瑕疵は、後述する議会による首長不信任決議の急

増とも直接的に連動している。 

 

(５) 年齢およびジェンダーが与える影響度 

 勝利側（新人）の属性には一貫した決定論的な傾

向は見出せない。福島市や鶴ヶ島市（33歳での当選）

のように「若さ」や「世代交代」を前面に押し出し

て勝利を収めたケース、あるいは嬉野市（40歳）、

竹原市（46歳）、洲本市（45歳）、南丹市（49歳）

など40代の挑戦者が現職を破った事例が存在する一

方で、奥州市、朝倉市、嘉麻市、黒部市、富岡市、

下妻市、伊那市、あるいは鉾田市（74歳の新人が69

歳の現職を破る）のように、60代から70代の高齢新

人が勝利を収めた例も多数存在する。有権者は単に

年齢という記号を盲信しているのではなく、ケース

によって現職の適格性を個別に見極めている様子も
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ある。 

 また、女性市長については、嘉麻市、姶良市、宮

若市、清瀬市、東金市、伊東市などにおいて、いず

れも元市議・県議や教育委員などの経歴を持つ女性

首長が新たに誕生し、地域政治における多様性の進

展を印象づけた。こうしたケースの多くは県内初と

か、同市では初という女性市長となっている。なお、

この１年において敗北した現職首長に女性はいな

かった。 

 

2. 「草の根選挙」と「どぶ板選挙」の 

 概念的接近と混乱 

 選挙戦の様相を報じる政治報道では、特定の政党

や既存の中間団体（企業、労働組合、宗教団体など）

に依存しない「草の根・無党派層中心の活動」を展

開した挑戦者が現職の強固な組織戦を打破して勝利

した、という記述が多く目につく（富岡市、嘉麻市、

帯広市、洲本市、姶良市、東金市など）。彼らは、

こまめな挨拶回りや市民との直接の対話、運動量を

重視する戦術を選択している。 

 ここで関心を惹くのは、近年の自治体選挙報道に

おいて「草の根選挙」と「どぶ板選挙」という、本

来であれば対極に位置づけられてきた概念が急激に

接近し、言葉の混乱を起こしている現象である。 

 古典的な定義に従えば、「どぶ板選挙」とは、候

補者が有権者一人ひとりと直接接触し、血縁・地縁

や個人的な恩顧関係をベースに支持を訴える、伝統

的に保守系政治家が得意としてきた組織マシーンの

手入れの技術（地上戦）である。これに対し、「草

の根選挙」とは、組織の幹部や既存の権力構造では

なく、一般市民が自発的に共通の課題や理想のため

に湧き上がるボトムアップ型の政治・社会運動であ

り、主として革新・リベラル系の候補が展開してき

た運動形態（空中戦）であった。 

 しかし、現在進行している事態は、大企業や労働

組合といった既存の中間団体が構造的にやせ細り、

集票マシーンとしての組織的機能不全をきたしたこ

とによる、選挙戦術の再編である。既存の組織戦が

 

(32) 大手メディアでは朝日2013.7.16が初出とみられるが、この際にはＡＫＢ総選挙等で用いられた手法としてＸ（当

時Twitter）でハッシュタグを多用した訴えを行うことを指していた。近年では国民民主党の玉木代表が言及し、

ショート動画等を用いた拡散を含むものとなっている。 

有効性を喪失した結果、候補者は政党や既存団体を

頼るのではなく、個人的なつながりやＳＮＳを媒介

とした局所的なネットワークを通じて支持をコツコ

ツと広げていかざるを得なくなっている。 

 その結果、政党から独立した単なる個人後援会型

の地道な地上戦スタイルが「草の根選挙」と称され

たり、政党や候補者自らがＳＮＳ上の空中戦を

「ネットどぶ板｣(32)と命名して重視するなど、言葉

の概念的境界線が著しく曖昧化している。以下の図

表８は、この１年に現職を破った選挙運動において

「草の根」と言及された報道の書きぶりであるが、

その中身は同級生や縁故、ＳＮＳ発信やつじ立ちな

ど、「草の根」なのか「どぶ板」なのか判別が困難

なものが大半を占めている。 

 この現象と表裏一体の関係にあるのが、「ネット

選挙」の自治体レベルにおける定着と限界である。

上田市、南丹市、宮若市、朝倉市、洲本市、姶良市、

帯広市、東金市、鉾田市、竹原市、鶴ヶ島市などに

おいて、挑戦者側が動画配信などを通じて若年層・

無党派層へ広くアピールし、敗れた現職側が「ネッ

ト選挙の出遅れ」を敗因に挙げる事例が相次いだ。 

 しかし、国政選挙と異なり、ローカルな政治空間

におけるＳＮＳの効果測定は慎重でなければならな

い。報道では「最大3.5万回再生」といった数値を

効果の証左として報じる例があるが、数十万のフォ

ロワーを抱える国政レベルのインフルエンサーの発

信規模と比較すれば、それらは極めて局所的な域に

とどまっている。有権者の何割が実際に視聴し、か

つ投票行動を動かされたのかの因果関係は判別が難

しく、現在の自治体選挙での「ネットどぶ板」の実

態は、空中戦というよりも、限られた個人的ネット

ワークの可視化および増幅装置（地上戦の補強）と

して機能していると見るのが自然であろう。 

 

3. 首長の公職経歴における政治家ルート

（市議・県議経験者）の隆盛 

 既存の中間団体や政党組織が機能不全に陥る中で、

選挙に勝利するために最も適合的な属性は、日常的 
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図表８ 「草の根」に言及された現職敗退選挙の書きぶり 

 
自治体 新聞報道の記述 

三浦市 知名度不足をカバーしようと交流サイト（ＳＮＳ）からの発信や駅立ちに励んだ。（神奈川2025.6.17(33)） 

八代市 

小野氏は、出馬を表明した６月下旬から、子育てサークルや市民団体の勉強会など少人数の集まりに１人で

積極的に顔を出した。「出馬表明後に会った人は延べ千人を超えた」と小野氏。女性限定の集会も開くな

ど、身近な市長候補として有権者の心をつかんだ。（熊本日日2025.9.3(34)） 

多久市 

香月氏は親しみやすい性格に加え、草刈りなど地域活動に熱心で、前回市議選は２位当選だった。正式に出

馬表明したのは６月後半で、現職より遅かったが、告示日の出発式に駆け付けたのは大半が動員ではない普

通の市民。「これで戦えると思い、心強かった」と振り返る。（佐賀2025.9.9(35)） 

串間市 

選挙戦では大規模集会は行わずに選挙カーで集落の細かい路地まで入り込み、途中何度も歩行遊説。有権者

の関心が特に高い市民病院問題についても積極的に訴えた。市議選や県議選を支えてきた親族、同級生らの

基礎票に加え、こうした地道な活動が変革を求める市民の浮動票を獲得する形となった。ＳＮＳの積極的な

活用も効果的だったようだ。（宮崎日日2025.9.30(36)） 

福島市 

これまでは郡山市が主戦場で、福島市での選挙戦は初めて。幼稚園から高校時代までを過ごした市内の同級

生や縁故を頼りに、草の根的な運動とＳＮＳを駆使した情報発信で徐々に支持を広げた。（福島民報

2025.11.17(37)） 

嬉野市 
山口氏は２期務めた市議や市職員としての経験を強調し、「市民総参加型のまちづくり」を掲げて草の根の

選挙戦を展開。元副知事も応援に入るなど、県との連携強化をアピールした。（佐賀2026.1.26(38)） 

留萌市 

草の根選挙を展開し、市政の刷新をアピールした。出馬表明以降、多い時は週２回街頭に立つなど支持を呼

びかけ、地道に知名度や政策を広げていった。勝因については「友人や同級生、演劇仲間らを通じたネット

ワークを広げ、共感してくれる人を増やしていった結果」とみる。（北海道2026.2.17） 

東金市 

初挑戦となった選挙戦で、山下氏は学校給食の無償化や企業誘致などを掲げた。特定の組織に頼らず、小中

高の同級生らとチームを組み、さまざまなＳＮＳを活用した草の根運動で支援の輪を広げていった。（千葉

日報2026.4.21(39)） 

姶良市 
昨年12月に市長選への立候補を表明した後は、草の根の活動に徹し50カ所以上で集会を開いた。交流サイト

（ＳＮＳ）を活用し、連日のつじ立ちでアピールする戦略が奏功。（南日本2026.4.21(40)） 

南丹市 

全国から市議仲間らも応援に駆け付けたほか、幅広い世代にアピールするため、支援者が編集した動画など

をＳＮＳ（交流サイト）に頻繁に更新。１回の更新で「平均３千回の再生があった」と、西村好高さんは手

応えを語った。（京都2026.3.17(41)） 

富岡市 
一ノ宮地区の住民や富岡高の同級生らで選対組織を結成し、特定の団体に頼らない草の根選挙を展開した。

（上毛2026.4.14(42)） 

出所：筆者作成 

 

に地域住民・支持者と頻繁に接触し、自前の細密な

個人後援会マシーンの手入れを怠らない政治家経験

者、とりわけ自治体議会議員出身者である。 

 首長の公職経歴キャリアパスは、大別して、国・

地方の公務員や副知事・副市長などを経由する「行

政ルート」と、市議・県議や国会議員等を経由する

「政治家ルート」の２つに分類できる。現在の市区

 

(33) 「『草の根で勝利』知名度不足補う／出口氏／三浦市長選」。 

(34) 「激戦の断面・新八代市長誕生（上）＝二つのこだわり 『完全無所属』で現職に『圧勝』」。 

(35) 「＝多久市長選回顧＝ 『草の根』多選批判の受け皿に」。 

(36) 「串間市長選を振り返る／武田さん『草の根』奏功／島田さん組織浸透せず」。 

(37) 「福島市長に馬場氏 現職ら破り初当選 都道府県庁所在地 現職首長で最年少」。 

(38) 「嬉野市長、山口氏初当選 1296票差、村上氏の３選阻む」。 

(39) 「山下氏、初の女性市長に東金市長選 『寄り添う市政実現』」。 

(40) 「［地方選2026］姶良市長選を顧みて／若・中年、刷新を選択／争点少なく人柄重視」。 

(41) 「『まちの閉塞感変える』南丹市長西村好高さん初当選 しがらみない政治を」。 

(42) 「３市町長選富岡市長に茂原氏、安中・岩井氏、東吾妻・斎藤氏」。 

(43) 各市区役所ウェブサイトの市長の経歴に関するサイトおよびWikipediaを用いて筆者作成。それぞれの職に関する経

験の有無をとったものなので、複数に当てはまる首長も多く合計値は１にならない。 

長選挙において、圧倒的な優位性を誇示しているの

は後者の政治家ルートである（図表９(43)）。 

 図表９が示す通り、コロナ禍以降における市区長

選当選者の公職経歴の推移を追うと、行政ルート

（霞が関、県職、市職、副市長）が相対的に軒並み

後退しているのに対し、政治家ルート（とりわけ市

議経験者）の躍進が顕著である。４年前比（図表10） 

●－自治総研通巻575号 2026年９月号－●

－ 17 －



 

－ 18 － 

●－自治総研通巻575号 2026年９月号－● 

図表９ 市区長選挙当選者の政治・行政経験の推移（2021〜2026年） 

 
 霞が関 県職 市職 副知事 副市長 衆・参 県議 市議 

2021年 5.9％ 10.9％ 20.1％ 0.4％ 11.3％ 2.9％ 30.5％ 38.5％ 

2022年 6.3％  8.3％ 19.4％ 2.4％ 10.7％ 5.6％ 28.2％ 37.7％ 

2023年 8.8％  5.6％ 20.0％ 0.9％  8.8％ 5.1％ 26.5％ 41.4％ 

2024年 5.9％ 14.3％ 18.5％ 0.0％  6.7％ 3.4％ 25.2％ 32.8％ 

2025年 5.1％  7.5％ 15.4％ 1.2％  8.3％ 2.4％ 26.8％ 41.7％ 

   2021年比 ▲0.7pt ▲3.4pt ▲4.7pt 0.8pt ▲3.0pt ▲0.6pt ▲3.8pt 3.2pt 

2026年 4.8％  7.1％ 19.0％ 2.0％  9.9％ 5.2％ 29.8％ 45.2％ 

   2022年比 ▲1.6pt ▲1.2pt ▲0.4pt ▲0.4pt ▲0.8pt ▲0.4pt 1.6pt 7.5pt 

出所：筆者作成 

 

図表10 この１年の現職敗退選挙における公職経験状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：筆者作成 

 

の変化を見てもこの傾向はさらに強化されており、

直近の2026年度においては市議経験者が当選者全体

の45.2％に達し、半数に迫る勢いを見せている。こ

の志向は、現職が敗北した41選挙の勝者（新人）に

おいていっそう顕著であり、じつに28人（68.3％）

を市議経験者が占めるに至っている。 

 行政職員出身の首長や、多選を重ねて組織的な支

持基盤を盤石にしたはずの既存首長が、業界団体や

政党・労働組合といった旧来の集票マシーンを主軸

とした選挙を展開しようとしても、肝心の中間団体

そのものが構造的に機能不全を起こして敗北する事

例が多く見られる。自治体選挙においては国政のよ

うな風（政党ラベルへの突発的支持）の選挙を展開

することはできないため、中間団体が弱体化した結

果、選挙運動はより徹底した地元志向・地域密着へ

 

(44) 例えば、大正大学地域構想研究所の2021年のインターネット調査「コロナ禍の下における社会的活動の状況につい

てのアンケート調査」ではコロナ禍中には自治会町内会の活動についてほとんど停止していたことが示されている。 

と内向せざるを得ない。 

 この環境において抜きん出た適応力を見せるのが、

市内全域の抽象的な政策ではなく、特定の地域や生

活圏向けのサービス・課題解決に汗を流し、「顔の

見える関係」をコツコツと構築してきた自治体議員

型の政治スタイルである。彼らのどぶ板型マシーン

は、中間団体崩壊後の環境において相対的に有効性

を増すこととなるだろう。 

 このことは、歴史的観点から言えば、かつてコロ

ナ禍初期の選挙において指摘された「非接触型選挙」

の要請とは、完全に真逆の明白な先祖返り（超接触

型・ローカル地縁型）の趨勢が示されていることに

なる。コロナ禍という激変期は、伝統的な中間団体

の弱体化を加速させた(44)とされるが、もともと制

度疲労を起こしていた既存組織の慣性を停止させる
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引き金として機能した可能性が高く、その後の世界

についてさらなる検証が必要となる。 

 

Ⅵ．その他の特徴：首長不信任と 
 議会解散の急増 
 

1. 非違行為に対する不信任決議の可決率

高騰と「実質的リコール」化 

 この１年における自治体政治の動向において、も

う一つ看過できない兆候は、自治体議会による首長

への不信任決議への態度と、それに伴う二元代表制

の変容である。件数としては、地方自治法第178条

に基づく首長不信任決議の提出・動議は、コロナ禍

以前においては年間10件程度で推移し、コロナ禍期

を経て同水準へと回帰していたが、この１年におい

ては13件へと増加した。さらに特筆すべきは、単に

提出されるだけでなく、実際に可決に至った事例が

６件に及び、近年にない異例の高水準を記録した点

である。この１年間に可決された不信任決議の総数

は、2018年度から2024年度までの７年間の合算数に

匹敵する（図表11）。 

 そもそも首長不信任決議は、住民から直接公選さ

れる首長と議会という、二つの異なる民主的正統性

が対峙する二元代表制において、両者間の政策的

デッドロックを解消するために制度化された最終的

手段である。すなわち、政策や予算をめぐる決定的

対立が生じた際、どちらの主張が正当であるかを議

会の解散・選挙や首長の失職後の再選挙を通じて住

民の審判に委ねるプロセスとして位置づけられてき

た。そのため、特別多数の同意を要求する不信任決

議が、通常の政策対立において可決される例は、歴

史的にも多くはなかった。 

 しかし、この１年において可決された６件の不信

任決議の内実を精査すると、その動因は政策的な対

立ではなく、首長個人の非違行為や資質問題に集中

している。具体的には、専決処分をめぐる日付改ざ

ん等の議会への虚偽説明（石垣市）、学歴詐称およ

び入札執行停止措置に係る疑義（伊東市）、義務教

育学校の設置場所選定や村有施設における賃金未払

い問題（球磨村）、さらにはセクシャルハラスメン

ト・パワーハラスメントや不適切発言（南城市、西

条市、石岡市）などが可決理由として連なった。首

長個人の倫理的・法的瑕疵が明白であるため、議会

内の党派性を超えた広範なコンセンサスが容易に形

成され、結果として可決率の異常な高騰を招くこと

となった。 

 本来、公選首長の倫理的・政治的責任を問う制度

としては、住民によるリコールが地方自治法上に担

保されている。しかし、住民リコールは署名集めか

ら投票執行に至るまで、莫大な時間的・金銭的・組

織的コストを有権者に強いるハードルの高い制度で

ある。そこで現在進行している不信任決議可決の高

頻度化は、自治体議会が住民の不満や倫理的弾劾と

いう民意を先取りし、本来であれば住民投票で行う

べき首長の放逐を、議会手続きを通じて代行する

「実質的な議会リコール」として拡張利用されてい 

 

図表11 不信任決議の提出・可決状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：筆者作成 
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る実態を意味する。 

 二元代表制は、首長と議会が互いの政策・善政を

競い合う善政競争（江藤2021）の枠組みとも理解さ

れるが、それは本来的に両主体間の制度的な最低限

の信頼関係の存在を前提としている。現在観察され

る不信任の急増は、この前提たる信頼関係そのもの

が断絶した際、二元代表制が自己防衛的に作動する

ことによって倫理的統制マシーンへと変容しつつあ

るものとして理解できる。 

 

2. 不信任可決後の議会解散の選択とその

政治的帰結 

 地方自治法第178条の規定に基づき、議会で不信

任決議が可決された場合、首長には「10日以内に議

会を解散する」、あるいは「解散を選択せず自動失

職（または辞職）する」という選択肢がある。議会

を解散した場合、執行される議会総選挙後に招集さ

れた最初の議会において、再び不信任決議が提出さ

れた際には、出席議員の単純多数の賛成で可決する

ことが可能になり、その際には首長は失職する仕組

みとなっている。この制度的駆け引きにおいて、例

えば石垣市のように初手から自動失職を選択する例

や、あるいは不信任可決という決定的な政治的ダ

メージを回避するために決議前夜に自発的辞職を選

んだ福井県知事のケースなど、統計上には現れない

水面下の駆け引きが行われるものでもある。 

 これらを踏まえた上で、この１年における特徴は、

不信任を突きつけられた首長が、失職ではなく議会

の解散を積極的に選択する例が相次いだ点にある。

具体的には、伊東市、南城市、石岡市の３自治体に

おいて、現職首長が不信任可決に対抗して議会解散

に踏み切った。この端緒は、2024年９月に全国的な

注目を集めた兵庫県知事に対する不信任決議（同知

事は失職・再選挙を選択）の直後にあり、同年12月

に執行された岸和田市議会の解散劇以降、首長側の

対抗戦術として模倣され、急速に拡散したものと考

えられる。 

 前述の通り、これらの不信任は政策対立ではなく、

首長自身の倫理的問題や非違行為を問うものである。

それにもかかわらず首長側が議会を解散する行為は、

政治力学の観点から言えば、「自己の資質の是非」

という本来の論点を、「私を排除しようとする議会

側の是非」へと意図的にすり替え、政局化を企図す

るレトリックスタイルである。この戦術は、兵庫県

知事選挙における失職後の再選劇（ポピュリズム的

動員による逆転）において一定の政治的有効性が実

証されたかに見えたが、この１年における地方政治

の現場においては、それとは異なる帰結を迎えた。 

 実際に議会解散を選択した３事例（伊東、南城、

石岡）のすべてにおいて、新議会が選出された直後

に地方自治法第178条２項に基づく再議決が行われ、

過半数の賛成をもって首長は悉く失職に追い込まれ

ている。有権者は、首長側が仕掛けた論点のすり替

えに惑わされることなく、選挙を通じて首長を弾劾

した前議会の正当性を再追認する民意を示した。 

 この帰結は、極端なポピュリズムの波及に対抗し

得る、自治体の有権者の理性的かつ堅実な資質見極

めの判断力が強固に機能している事実として歓迎で

きる。議会がリコールという直接民主制に訴える手

法を回避した後にも、最終的には有権者による懲罰

的審判という形で政治的決着を見たのは、地方自治

が機能している証拠と言える。 

 

Ⅶ．制度改革 
 

1. 選挙運動費用上限（報酬・実費弁償基

準）の30年ぶりの引き上げ 

 この１年においては、選挙運動に従事する者（事

務員、車上等運動員等）および労務者に対して支給

可能な報酬および実費弁償の最高限度額（基準額）

について、近年の急激な物価変動や人件費の高騰を

考慮した引き上げ措置が講じられた。これは公職選

挙法施行令の改正によるものであるが、国会におけ

る超党派の議論と合意を経て閣議決定に至ったとい

うプロセスに特徴がある。 

 そもそも、1974年の公職選挙法改正（第197条の

２創設）当初は、これらの基準額は法律に直接規定

されていた。しかし、社会経済情勢に応じた柔軟な

改定を可能とするため、1975年の法改正以降は政令

事項へと移管された。その一方で、基準額の変更は

選挙運動の公正性やあり方に直結する極めて政治的

な課題であること、また同条項が本来は議員立法に
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よって創設されたという歴史的経緯から、具体的な

改定にあたっては、形式的な行政手続にとどまらず、

国会内の各党各会派による合意をあらかじめ経るこ

とが慣例とされてきた（田村2025：２－４）。今回

の改定は、実に1992年以来、30年以上にわたって据

え置かれてきた基準額を大幅に更新する歴史的な制

度改革となった。 

 国会においては、2022年12月および2023年４月に

衆議院政治倫理の確立及び公職選挙法改正に関する

特別委員会において選挙運動等のあり方に関する自

由討議が実施され、同年６月に報告書が取りまとめ

られた。その後、2024年12月の与野党７党による

「選挙に関する各党協議会」での実質的合意を経て、

2025年４月16日に各党協議会から総務大臣に対して

「車上等運動員の報酬上限額の引き上げについて」

の公式要請がなされたことで、今回の法制度改正へ

と結実した(45)。 

 具体的な基準額の改定内容は以下の通りである。

宿泊費、弁当代、茶菓料などの実費弁償額が1.5倍

から２倍程度に引き上げられたほか、基本報酬額に

ついても、事務員が日額１万円から１万5,000円へ、

車上等運動員（いわゆるウグイス嬢等）が１万

5,000円から２万円へ、そして労務者の実費弁償額

が１万円から２万円へと、それぞれ大幅な上方改定

が実施された。 

 この基準額の改定を受け、各地方自治体の選挙管

理委員会においては、対応する独自の「選挙運動に

従事する者等の実費弁償及び報酬の額に関する規程」

等の順次改定を余儀なくされる。この費用構造の底

上げは、国政選挙のみならず、今後の地方自治体に

おける首長選挙および議員選挙の全般において、陣

営の資金調達力や選挙費用の増大という形で、直接

的な影響を及ぼすことになる。 

 

 

(45) 総行管第70号令和７年６月27日「公職選挙法施行令の一部を改正する政令等の施行について（通知）」参照。また

改正の経緯等について、田村純也（2025）「公職選挙法施行令の一部を改正する政令（報酬及び実費弁償の額の基準

の引上げ）について」『選挙時報』2025年７月号、参照。 

(46) 総行管第326号令和７年６月４日「国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律の一部を改正する法律等の施

行について（通知）」参照。 

2. 国政選挙執行経費基準の改定と自治体

財政への影響 

 自治体選挙の費用構造に波及するこの１年のもう

一つの制度改革として、「国政選挙執行経費基準法」

の改正が挙げられる。国政選挙の執行に際して国か

ら地方自治体へ交付される経費の算定基準について、

近年の深刻な物価変動や国家公務員給与における地

域手当の改定等を反映させる形(46)で、所要の法改

正が実施された。これにより、選挙長や投票管理者

らの費用弁償額が一律でおよそ13％程度引き上げら

れた。また、これに伴い公職選挙法施行令も同時改

正され、選挙運動用通常葉書の作成の公営費用や、

選挙用ポスター作成の公営費用の単価限度額が相次

いで上方改定された。 

 国政選挙におけるこれら執行費用の算定基準およ

び公営費用の単価設定は、各地方自治体が独自に執

行する自治体選挙における選挙公営の条例基準や、

地方交付税制度における基準財政需要額の算定根拠

に直接的に連動・複写される仕組みとなっている

（拙稿2025－２：第６章、参照）。今回の引上げ改

定は、近年の急激な物価上昇によって逼迫していた

地方自治体の選挙執行財政（持ち出し費用）に対す

る、実質的な負担軽減および財政的補填として機能

する側面を持ち、自治体選挙行政の安定化に寄与す

る制度改革となる。 
 

おわりに：選挙戦の変容と 
 議員型首長の台頭 
 

 総じて、この１年の市区長選挙を中心として見て

きた自治体選挙の動向は、国政の地殻変動に翻弄さ

れつつも、自治体選挙の現場そのものが抱える構造

的転換をも予感させるものであった。 

 内閣の看板交代や、四半世紀に及んだ自公連立の

解消、さらには政党の合流・離合集散といった国政

レベルのマクロな趨勢は、自治体選挙における互助
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会的な相乗り構造を足元から揺さぶった。その一方

で、自治体選挙の最底流においては、かつて選挙戦

を支えてきた既存の政党組織や団体、あるいは労働

組合などの中間団体に依存した組織戦の機能不全が

不可逆的に進行している。ＳＮＳの台頭に代表され

る選挙環境の情報化は、政党の推薦・支持という既

存のセオリーを徐々に融解させつつある。 

 本稿は、そうした日本の選挙環境における激変期

の様相を、ひとまず時系列的な新聞報道の記録およ

び備忘録として留めることに主眼を置いた。した

がって、個別の自治体が抱える固有の行政課題や、

地域政治における独自のミクロな構造分析について

は、他日を期さざるを得ない。『全国首長名簿』の

具体的な生データとあわせ、この１年間に蒔かれた

変化の種が、今後の地方自治の現場にいかなる質的

変容をもたらすのかを、引き続き注視する必要があ

る。 

（ほりうち たくみ 北海学園大学法学部教授） 
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